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本庁舎の基礎杭及び地下連続壁の効果等

に関する耐震性能の検証業務
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§1 検証概要
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１．１ 目的

本庁舎が現行の建築基準法が定める耐震性能を有しておらず

耐震改修が困難であるという「平成29年度本庁舎整備計画作

成業務委託」（以下、H29年度耐震安全検証と称す）の調査結

果に対する「庁舎整備に関する特別委員会」に招致された参考

人（以下、参考人と称す）の意見を踏まえ、基礎杭の密集効果

や地下連続壁の効果に関して定量的な算出を試みることで、あ

らためて耐震性能を検証することを目的とする。

【Ｐ．１－１】
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１．２ 検証項目

（１）告示波作成における、基礎杭の密集配置や地下連続壁によ

る表層地盤による地震動の増幅に対する低減効果の定量的

な算定（杭・建物と地盤の連成解析により杭の密集効果を考慮）

（２）地下連続壁による杭に作用する力の低減効果①（地盤変位）

（３）地下連続壁による杭に作用する力の低減効果②（水平力）

（４）その他の定量的な算定（地下連続壁内の追加地盤調査）

（５）基礎杭の耐震性能の評価（杭の安全性の再確認）

【Ｐ．１－１】
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１．４ 検討方法とクライテリア

（１）地中連続壁による地震力の低減効果の検討

地中連続壁に大地震時（Ｌ２地震）地盤変位を作用させ、地中連

続壁の安全性を確認する。

地中連続壁の安全性が確認されれば、地中連続壁による地震力

の低減効果が期待できる。

【Ｐ．１－３】
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１．４ 検討方法とクライテリア

（２）建物と地盤の動的相互作用を考慮した時刻歴応答解析

杭基礎と建物の地上・地下を一体としてモデル化し、地盤変位に

よる応力と建物の地上・地下の慣性力による応力を時刻歴で評価

する。Ｈ２９年度耐震安全性検証において層間変形角の目標値を

超えていた、レベル２告示波を検討用地震動とする。

【Ｐ．１－３】
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１．４ 検討方法とクライテリア

【Ｐ．１－３】
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§2 地盤調査結果及び地盤定数の設定
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２．１ 調査方法

（１）ボーリング調査：延べ深度 ２６．０m

（２）標準貫入試験 ：計２１回

（３）弾性波速度検層（ＰＳ検層）：２１ｍ

【Ｐ．２－１】
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【Ｐ．２－４加筆】
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２．２ 調査結果

（１）地層構成に大きな差異はなかった。（Ｓ５３、Ｈ２９、Ｒ２）

（２）地盤定数は最も新しいＲ２年を基本的に利用。

不足するデーターはＳ５３とＨ２９を利用した。

（３）熊本地震による影響は見られなかった。

【Ｐ．２－２】
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【Ｐ．２－２】
【Ｐ．２－６】
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§3 地中連続壁の耐震性能評価
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設計用地盤変位 設計用地盤変位

（１）地中連続壁による期待される低減効果（その１：地盤変位）

地中連続壁が無い場合

杭

【Ｐ．３－１の補足】
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設計用地盤変位 設計用地盤変位

（１）地中連続壁による期待される低減効果（その１：地盤変位）

地中連続壁が無い場合

杭

【Ｐ．３－１の補足】
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設計用地盤変位 設計用地盤変位

杭

地下
連続壁

連続壁により内部の地盤変形が
抑制される効果を期待

連続壁内の
地盤変位

地中連続壁がある場合

【Ｐ．３－１の補足】
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設計用地盤変位 設計用地盤変位

杭

地下
連続壁

連続壁により内部の地盤変形が
抑制される効果を期待

連続壁内の
地盤変位

地中連続壁がある場合

【Ｐ．３－１の補足】
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（２）地中連続壁による期待される低減効果（その２：水平力）

地中連続壁 無

地震力

地中連続壁

地中連続壁 有

地震力

地震力

杭

杭

・連続壁が地震力の一部を負担
・杭に作用する地震力の

低減効果を期待

【Ｐ．３－１の補足】
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（２）地中連続壁による期待される低減効果（その２：水平力）

地中連続壁 無

地震力

地中連続壁

地中連続壁 有

地震力

地震力

杭

杭

・連続壁が地震力の一部を負担
・杭に作用する地震力の

低減効果を期待

【Ｐ．３－１の補足】
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（３）地中連続壁の概要

建物地下外周部に配置

【Ｐ．３－２】

20



（３）地中連続壁の概要

長さ１９ｍ

厚さ６０ｃｍ

地下外壁の一部として利用

【Ｐ．３－２】
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３．２ 地中連続壁の壁間継手

（１）地中連続壁の作り方

【Ｐ．３－３】
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（２）地中連続壁の壁間継手

【Ｐ．３－３】
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【Ｐ．３－４】
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【Ｐ．３－５】
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３．３ 地盤変位に対する地中連続壁の検討

（１）継手部の検討

地中連続壁のＦＥＭ（有限要素）モデルに大地震時の地盤変位を

作用させ、地中連続壁の一体性を確認する。

【Ｐ．３－６】

ＦＥＭのイメージ
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【Ｐ．３－６】
【Ｐ．３－７】
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東面

南面

西面北面



検討の結果、応力が継手耐力を上回り、一体として抵抗できない。

応力図（北面）

【Ｐ．３－１０】
【Ｐ．３－１１】
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（２）壁単体の検討

地中連続壁１エレメントに大地震時

の地盤変位を作用させ、地中連続

壁が構造安全性を確認する。

壁の耐力： １９６ｋＮｍ／ｍ

発生応力：１７７１ｋＮｍ／ｍ

応力が大きく上回り、地震時にダメージを受ける。
地中連続壁による低減効果は期待できない。

【Ｐ．３－１５】
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§4 地震時の杭・建物と地盤の動的相互作用
を考慮した時刻歴応答解析
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４．１ 解析モデル

【Ｐ．４－１】
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Ｈ２９年の解析モデルと解析の手順

（１）自由地盤のみの時刻
歴応答解析を行い、建物
床付け位置の設計用地
震波と地震時地盤変位
を求める。

【補足資料】

床付け位置
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（２）建物床付け位置の
設計用地震波を用いて、
上部構造の時刻歴解析
を行い、上部の応答値
と杭に作用する地震力
を求める。
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（３）杭に作用する地震力
と地盤変位を用いて、杭
の検討を行う。
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本業務の解析モデルと解析の手順

地盤、杭、建物をすべて
モデル化して、一斉に
解析をする。
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本業務の解析モデルと解析の手順

地盤、杭、建物をすべて
モデル化して、一斉に
解析をする。
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４．４ 解析結果

【Ｐ．４－２５】
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【Ｐ．４－２５】
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§5 動的相互作用を考慮した杭の耐震安全性検証
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５．３ 検討概要

【Ｐ．５－７】
【Ｐ．５－８】
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５．４ 検討結果

【Ｐ．５－１７、１８】
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§6 まとめ
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まとめ

【Ｐ．６－１】

結果 判定 結果 判定

上部構造
最大応答
層間変形角 1/100以下※1 1/92（7階） NG 1/106（6階） OK

杭 破壊形式
鉛直力支持能力を

失わない※2
杭2点以上曲げ降伏

せん断破壊
NG

杭2点以上曲げ降伏
せん断破壊

NG

面外方向地盤変位により
地中連続壁の耐力を超過する

低減効果なし
面外方向地盤変位により

地中連続壁の耐力を超過する
低減効果なし

耐震性能が不足する

検証結果

X方向 Y方向

上部構造は目標値を満足するが、杭が目標値
を満足せず、耐震性能が不足する結果となった。
また、地中連続壁は、面外方向の地盤変位
作用時に発生する応力が、地中連続壁の
耐力を超過することから、杭及び建物本体の
地震時応力低減効果はないという結果となった。

※1:H29年度耐震安全検証を基に設定
※2:杭の「せん断破壊」、「軸圧縮破壊」、「杭頭及び杭中間部の2点以上での曲げ降伏」が生じない。参考文献7）を基に設定

目標値項目

地中連続壁による地震時応力低減効果

総評

上部構造、杭共に目標値を満足せず、
耐震性能が不足する結果となった。
また、地中連続壁は、面外方向の地盤変位
作用時に発生する応力が、地中連続壁の
耐力を超過することから、杭及び建物本体の
地震時応力低減効果はないという結果となった。
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まとめ

（１） 上部構造の応答は、杭の密集効果を考慮したことで地震の

揺れを低減する減衰をより高く評価できたため、Y方向では目標値

の1/100を満足することとなったものの、X方向では満足しないこと

となり、本庁舎の耐震安全性は目標値を満たさない結果となった。

【Ｐ．６－１】
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まとめ

（２） 地中連続壁は、大地震時に生じる地盤変位を作用させた結

果、応力が連続壁の耐力を上回る結果となり、地中連続壁による

杭及び建物本体の地震時応力低減効果はないという結果となっ

た。

（３） 杭・建物と地盤の動的相互作用を考慮した検証の結果、杭

の耐震性能が不足することから、建物全体として「耐震性能が不

足する」と判断した。

【Ｐ．６－１】
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【Ｐ．６－２】
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